ニュージーランド ノ ケイザイ ハッテン ト キョウソウ ユウイ ニツイテ クラスター ケイセイ ト ジユウ シュギ シソウ by 藤井, 吉郎
氏     名 藤 井 吉 郎 
学 位 の 種 類  博   士（商  学） 
学 位 記 番 号  第4610号 
学位授与年月日  平成17年３月24日 
学位授与の要件  学位規則第４条第１項該当者 
学 位 論 文 名  ニュー ジーランドの経済発展と競争優位について 
― クラスター 形式と自由主義思想 ― 
論文審査委員  主 査 教 授 鈴 木 洋太郎   副主査 教 授 片 岡   尹 
         副主査 教 授 富 澤 修 身 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
ニュージーランドは、1840年の建国以来、イギリス連邦の一員としてもっぱら最恵国待遇のもとでイギリス
の食料庫として、主として食肉、酪農製品を輸出し、反対に工業製品と資本財を輸入してきた。両国はお互い
に「対蹠地」に位置していたが、経済的には補完関係が保たれていた。しかし第二次世界大戦で両国が寸断さ
れ、地理的に離れすぎていることを実感として知り、1973年にイギリスがEC（現EU）に加盟して経済的にも
交易面で脱欧入亜を図らざるを得なくなった。ちなみに1940年のイギリスとの輸出入実績は、各々88％，47％
が1989年には6.9％，7.6％になり最近はアジア・太平洋との関係がますます強くなっている。それに加え原
油高騰、輸入エネルギー代替策の失敗等により国家経済の破縦寸前にまで追い込まれ、1984年からの大構造改
革となった。1984年に一気にニュージーランドドルの20％の切り下げを行い、「貿易自由化政策」に向かって
輸出奨励策、補助金等の撤廃と輸入に関しても非関税障壁の撤廃を既に実施しており2006年までに関税の撤廃
をするものである。なお改革は行政改革含め全般にわたって行われたものである。本論文では、かかる改革が
ニュージーランドでいかに推進されたかまた可能であったかについて論じていく。また、これらを踏まえ今後
どのように経済発展と競争優位を実現していくかを論じていく。 
 まず経済的な要因として、ポーターのダイヤモンドの理論を中心に第１章で検討しているが、特にそこで重
要な問題として提起されているクラスターについては、第２章でアンケート調査の実証検討を含め重点的に考
察している。文化・歴史的な要因、これは非経済的要因といえるが第３章で検討している。特に現在のニュー
ジーランドの底辺を流れる自由主義思想、平等主義の精神、民主主義、自由貿易の思想とその実践、質実剛健・
忍耐力のある国民性等々に関し、開国当初の宗主国であるイギリスの歴史や思想の背景、周囲の環境や事情か
らニュージーランドが独自の事情で発展していく過程、さらにこれらにいろいろな面で影響をうけ完成されつ
つある現在の自由貿易体制の確立を考察している。終章では、今後の進展策の提言を含めさらなる検討課題を
抽出している。 
 資源としては、牧草成長に良い温暖な気候があるというが、これだけではニュージーランドの抱えている国
家構想である「生活水準を世界のトップクラスへ向上する」を実現するには難しいと考える。現在、全国的に
産業クラスターの形成が国の国際優位に繋ぐものとしてクラスターの初期段階のものが続出している。これは
良い方法であるが単にクラスター育成のマニュアルに沿って実施するだけでは成功はおぼつかない。国家の経
済的な破綻寸前の状態から見事這い上がった実績と、建国以来つちかってきた歴史・思想等の非経済的要因を
常に念頭におき推進していく要があると考える。バイオテクノロジー分野を重点分野の一つにしているが非常
に的を射ていると考える。酪農業等の生産コストが低くまた成熟していることとこれらの基礎研究が進んでい
る現状より考えると、このバイオの分野のある部門で原材料とバイオ製品の両面で世界をリードすることも実
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現性があると考える。 
 現在のほぼ完全に近い「自由貿易」体制により、いまやニュージーランドは世界のどの国に対しても自由貿
易協定を締結することが可能である。すなわち経済の広域運営を自由に行うことが可能となる。1984年以降の
大構造改革はかかる活動を図る素地を提供したものである。またニュージーランドは、世界で初めてを国家単
位で行いそのあと多くの国が追随していくいわば実験国家とも言われておりインフレ・ターゲット政策はその
一例である。 
 このようにニュージーランドのケースは、多くの中小国の進路について示唆することも多いと考えるが、本
論文は、ニュージーランドをケースとして競争優位の諸要因を多面的に考察するものである。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
国や地域の経済発展の研究において、近年、マイケル・ポーターの競争優位論が重要視されてきている。ポ
ーターの競争優位論は、企業が国際的な競争力を発揮できるような「ビジネス環境条件」に注目する考え方で
あり、とくに産業クラスター（関連・支援産業の集積）の役割が強調される。 
 本論文は、競争優位論を基礎にしながら、ニュージーランドの経済発展と競争優位の要因について研究した
ものであり、論文構成は、序章（問題意識と検討課題）、第１章（ニュージーランドの産業活動と競争優位）、
第２章（ニュージーランドの産業クラスターの形成と国際競争力の向上）、第３章（ニュージーランドの競争優
位の歴史的背景）、終章（おわりに）となっている。 
 本論文は、以下の３つの点で優れた考察を行っている。 
 第１の点は、ニュージーランドの経済発展と競争優位についてのポーターらの先行研究を丹念に整理・検討
していることである（第１章で論述）。ニュージーランドの主要産業（酪農や林業など）の状況を具体的にみな
がら、競争優位論の理論的な特徴を的確に整理している。 
 第２の点は、ニュージーランドにおける産業クラスターの状況について、アンケート調査・現地調査を含め
て丹念に整理・検討していることである（第２章で論述）。ニュージーランドのビジネス環境条件上の問題点の
１つは、産業クラスター形成の弱さにあるが、ニュージーランドの各地域において多様な産業クラスターが形
成されつつある現状を指摘している。 
 第３の点は、ニュージーランドの経済発展と競争優位について、ポーターの競争優位論では十分に扱われて
いない「非経済的要因」を整理・検討したことである（第３章で論述）。ニュージーランドの歴史を振り返りな
がら、重要な非経済的要因として、自由貿易・自由主義を重視する国民性に着目している。 
 ただし、ニュージーランドの産業クラスター形成はまだ初期段階ということもあり、本論文では、産業クラ
スター形成の今後の展望が十分に描き出せていない。また、非経済的要因についての論述は必ずしも十分では
なく、ニュージーランドの国民性と競争優位との関係についても明確に実証できていない。これらは今後の課
題である。 
 こうした課題はあるものの、本論文はニュージーランドを対象として経済発展と競争優位に関する独自の考
察を行っており、審査委員会は一致して、本論文を博士（商学）の学位を授与するに値すると判断した。 
